
参考資料 

 

 

熊本市交通局上下分離方式導入 

制度設計書 
 

 

 

 

 

熊本市交通局 

 

 

※本資料における数字等は現時点での検討段階のもの。最終的に変更となる可能性あり 



目次 

 

Ⅰ 制度設計書（上下分離方式）策定の目的・・・・・・・ 1 

Ⅱ 交通局業務の上下分類・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

Ⅲ 上物事業者の組織体制や職員に対する基本的考え方・・ 6 

Ⅳ 職員の再配置・新規雇用・・・・・・・・・・・・・・ 7 

Ⅴ 上物事業者の法人格について・・・・・・・・・・・・10 

Ⅵ 下物事業の運営について（交通局存廃を含む）・・・・ 16 

Ⅶ 安全で安定的な組織・運行体制の確立と、 

職員の処遇・人件費について・・・・・・・・・・・ 21 

Ⅷ 上下の収支見込みについて・・・・・・・・・・・・・24 

Ⅸ 上下分離制度設計の最終結果（まとめ）・・・・・・・ 28 

 

 

  



1 

 

Ⅰ 制度設計書（上下分離方式）策定の目的 

１ 背景                            

交通局では、経営の健全化を目的に、人件費の削減・抑制のため、運転士の採用は平成

１５年度、技工職は平成１７年度を最後に、常勤職員としての技能労務職員の採用を見合

わせた。 

その後、行財政改革の一環として、本市全体でも平成２２年度を最後に技能労務職員の

新規採用は行われなくなった。 

現在は、当局においても上記方針に基づき、常勤フルタイム職員として技能労務職員

（運転士・技工職）を採用していない。 

その結果、令和４年４月１日現在では、特に運転士においては、全職員が会計年度任用

職員もしくは再任用職員となっている。また、技工職員についても平均年齢が５４歳と高

齢化が進んでいる。 

 

２ 課題                                        

運転士の会計年度任用職員等のいわゆる非正規職員の割合の増加は、事故発生時の管理

体制（責任の所在）の確立、人命を預かる運転士自身の責任意識の醸成、モチベーション

の維持など、運輸安全マネジメント上、大きな課題を抱えている。 

加えて、技工職については、数年後から一気に定年退職者が増える見込みであり、技術

の継承が困難な状況に陥っている。 

また、人材の不足を引き続き会計年度任用職員の雇用で埋めようとしても、単年度雇用

がネックとなり、近年は募集への応募が少なく、必要人員の確保が難しくなっている。 

 その他、人材面だけでなく、施設・車両の老朽化及びバリアフリー化の遅れのほか、近

年のコロナ禍による乗客数の大幅な減少や燃料費の高騰等により経営も著しく悪化してい

る。 

 

３ 目的                            

将来にわたって持続安定的に市電を運行していくためには、交通局が抱える諸課題(人材

の確保、育成、技術の継承、施設・車両の老朽化への対応など）の解決が不可欠であり、将

来を見据えた交通事業の経営のあり方について様々な角度から検討を進めてきた。 

昨年度（令和３年度）、以下の３つの視点に基づく６項目において、想定される経営形態

について比較検討を行った結果、『市の出資により新たな法人を設立した上でこれを上物事

業者とし、下物事業は市で実施する上下分離方式』が全項目で高い評価を得た。  

そこで、交通局の経営形態について最終的な方向性を導くため、今回、この上下分離方式

に沿って具体的な制度設計を行い、これをもとに長期的な収支を試算するものである。 
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【比較検討の視点・項目】 

視点 項目 解決方策 

Ⅰ 組織の安定性 

① 運行職員の 

人材の確保 
正規雇用や柔軟な雇用条件の設定による、運行職員の安定確保 

② 技工職員の 

技術継承 
正規雇用による保守部門職員の安定確保、及び知識・技術の継承 

③ 組織管理 安定的な職員確保による組織の階層化 

Ⅱ 収支の安定性 
④ 収益性 

・自主財源（営業収入）拡大に向けて、適正な運賃の設定 

・広告収入をはじめとした運賃以外の収入源の多様化 

⑤ 経営効率性 更なる経営効率化に向け、設備投資を含めた効率性の向上 

Ⅲ 公益性 ⑥ 市政の反映等 
地域の実情や関連政策に応じた行政の積極的かつ責任ある関与

の継続 

 

【比較検討対象となった経営形態】 

大分類 小分類 概要 

1 公設公営 
1-1 現行 市が施設を保有し、軌道事業を経営 

1-2 一部委託（民間委託） 同上。委託可能業務の民間委託（長期委託・包括委託） 

2 公設民営 
2-1 上下分離（上が市出資法人） 市が施設を保有し、運送業務等を市出資法人が実施 

2-2 上下分離（上が民間） 市が施設を保有し、運送業務等を民間企業が実施 

3 民設民営 

3-1 上下一体（市出資法人） 軌道整備・運送事業を市出資法人が実施 

3-2 民営化（民間に事業移譲） 
軌道整備・運送事業を民間譲渡。土地、施設は譲渡

又は貸付 
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Ⅱ 交通局業務の上下分類 

１ 基本的考え方                              

市電運行、料金の収受、日常的な施設・車両の維持管理など、市電の運行に直接関わる

ものを上物事業（下物事業者からの受託業務含む）とし、軌条更換、車両の購入、電停の

バリアフリー化など、施設・車両の整備、更新等、インフラに関わるものついては下物事

業として整理する。 

（現在の予算（決算）において、概ね、上物事業は収益的収支(いわゆる３条予算）、下物

事業は資本的収支(いわゆる４条予算)に該当) 

この際、局舎、車両工場、架線、線路、電停、電車車両、工事車両といった施設や設備

は行政財産であるため、下物事業者が引き続き保有し、上物事業者に貸与（リース）した

うえで日常的な維持管理等を業務委託する。 

 なお、上下各業務に付随する一般管理業務は上物事業者・下物事業者それぞれに所属す

る。 

 上記の考え方に基づき、上物事業者、下物事業者それぞれで担うことが適当な業務を次

に記載する。 

 

２ 上物事業者・下物事業者で担うことが適当な業務                            

上物事業者 

【市電の運行に関する業務】 

・電車運行計画に関すること 

・電車の配車、操車、運転、保安に関すること 

・電車乗務員等の指導及び監督に関すること 

・電車事故防止及び処理に関すること 

・事故賠償に関すること 

【施設・車両の使用に関する業務】※下物事業者からの受託業務 

・諸設備の補修、維持管理に関すること 

・電車車両の諸検査に関すること 

・受電、配電及び変電に関すること 

【営業等に関する業務】 

・広報に関すること 

・乗車券の発売及び収入金に関すること  

・定期券等の発行に関すること 

・広告等の契約に関すること 

・遺留品の取扱いに関すること 

・ICカードの取扱いに関すること 

・乗客誘致、その他営業推進に関すること 
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【その他、一般管理業務】 

下物事業者 

【公営企業として担う業務】 

・条例及び規程の制定改廃に関すること 

・企業債に関すること 

・土地建物の取得処分及び固定資産の総括管理に関すること 

・局内の政策その他重要事項の総合的調整及び局内事務の連絡調整に関すること 

・交通事業の総合的企画及び財政計画に関すること 

・交通事業に関する統計、年報、諸調査及び資料の収集に関すること 

【施設・車両の所有に関する業務】 

・諸設備の建設、改良に関すること 

・請負工事の契約及び監督並びに検査に関すること 

・受託及び補助事業に関すること 

・局内建物、電気、水道設備等の営繕に関すること 

【その他、一般管理業務】 

 

３ 上物事業者の組織体制                            

交通局の現行業務を具体的に棚卸し、上下に分類したうえで、当該業務を担うのに適当

な組織体制及び職員数を導いた。 

・上物事業者については、理事長、事務局長のもと、３課体制を想定 

・上物事業者に必要となる職員数は 183人程度を想定 

 ・職員の配置、雇用形態等はⅣ章に記載 

・その他、上物事業者の法人格によっては役員あり 

なお、下物事業者の具体的な組織体制については、Ⅵ章に記載 
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 【上物事業者の組織及び職員数（イメージ）】 



6 

 

Ⅲ 上物事業者の組織体制や職員に対する基本的考え方 

１ 常勤職員の必要性について                        

 交通局では、運転士を会計年度任用職員として雇用してきた結果、人件費抑制に大きな

効果があった半面、運転士の安全意識の醸成、事故発生時の責任の所在の明確化など、市

電の安全運行の確保において、さまざまな課題が生じている。これについては、会計年度

任用職員が１年間の任用を繰り返す非常勤職員であり、給与や待遇など厳しい環境におか

れ、また、昇任などの制度もなく、経験を重ねても職責（責任感）が養われにくいことな

どが大きな要因となっている。 

 将来にわたって安全運行を維持するためには、正規（常勤）職員として雇用した上で、

計画的な人材育成を進めていくとともに、責任の所在を明確にした組織体制の確立や職責

に応じた処遇改善を実施する必要がある。加えて、技工職においては技術の継承が困難で

あり、この分野においても正規職員の新規雇用が喫緊の課題となっている。 

 

２ 上物事業者で雇用する職員の雇用形態について                      

 上物事業者で雇用する職員については、勤続年数や上物事業者の財政収支、累積資金等

を総合的に勘案し、経営に見合った給与水準の下で、正規職員の計画的な新規採用を実現

する。なお、免許取得に時間を要する運転士については、経験に応じ段階的に正規職員へ

の移行を目指すものとする。 

 

３ 雇用環境について                        

 事業者には、職員の健康や安全を守り雇用環境を整える義務があり、また、市電の安全

運行の確保においても、雇用環境の見直しは不可欠な要素である。 

 職員のワークライフバランスの推進を図っていくとともに、職員が自らのキャリアプラ

ンを描き、実現できる給与体系の構築や実績に応じた処遇、昇任制度を確立できる組織体

制を構築していく。 

 

４ 服務について                        

 職員の服務については、交通局就業規程や本市の外郭団体の規程を参考に就業規則を新

たに制定することとし、同規則において、勤務時間をはじめ、休暇制度、懲戒等に関する

事項を定めるものとする。また、公共交通事業を担う職員として、民主的かつ能率的に運

営すべき責務を深く自覚し、公正に職務を執行することを服務の根本基準とする。 
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Ⅳ 職員の再配置・新規雇用 

１ 職員を上下で再配置・新規雇用するにあたっての基本的考え方         

Ⅱ章で分類した業務に基づき、現在交通局で雇用している職員を上下に割り振る。 

 

【運転士】 

現在、会計年度任用職員として雇用している運転士については、基本的には上物事業者

で正規職員として雇用する。ただし、現在の研修生や運転士補については経験年数に応じ

段階的に正規化を進める。 

また、上物事業者で計画的に新規に職員を雇用する。 

【監督職】 

現在、任期付職員の監督については、上物事業者により正規職員の監督として雇用す

る。また、市の正規職員の監督やフルタイム再任用職員の監督については、本人の希望を

踏まえつつ、必要な期間、下物事業者から上物事業者へ派遣する。 

加えて、上物事業者において、一定年数を経過した運転士を段階的に監督職へと昇任配

置することで、最終的に上物職員による運行体制を確立する。 

【技工職】 

現在、交通局で雇用している技工職員（正規職員、フルタイム再任用職員）について

は、本人の意向も踏まえつつ、必要な期間、下物事業者から上物事業者へ派遣するととも

に、上物事業者で計画的に新規に職員を雇用し、派遣職員と順次置き換えていく。なお、

現会計年度任用職員については、上物事業者で雇用する。 

【事務職】 

事務職員については、必要な期間、下物事業者から上物事業者へ派遣するとともに、上

物事業者で計画的に新規に職員を雇用し、派遣職員と順次置き換えていく。なお、現会計

年度任用職員（事務補助）については、上物事業者で雇用する。 

 

 上記の下物事業者から上物事業者への職員派遣については、交通事業を担当する部署に

おいて実施する。（なお、当該部署は、交通局の存廃等（Ⅵ）により異なる。） 

 

２ 下物事業者から上物事業者への職員派遣期間の考え方について                     

 派遣期間については、『公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律』に

おいて、原則３年を上限、ただし、任命権者が特に必要があると認めるときは、職員派遣を

した日から引き続き５年を超えない範囲内において延長することができる、とされている。 

 一方、『公益法人等への職員派遣制度等の運用について（平成 12年 7月 12日 自治省通

知）』では、再度の職員派遣を行わないこととした場合には地方公共団体の施策推進が著

しく損なわれる等特別の事情がある場合にあっては、職員派遣の期間が満了した職員を引

き続いて同じ団体に再度職員派遣（以下、再派遣という）することも可とされている。 
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 以上を踏まえ、今回の上下分離に伴う下物事業者から上物事業者への職員派遣について

は、その期間を原則３年（延長後５年）とするが、市電の安全運行の確保上、必要と判断さ

れる場合には、当該職員（事務職・監督職・技工職）の意思を踏まえた上で上物事業者への

再派遣を可能とする。この際、必要性については、上物事業者の採用計画や人材育成、経営

状況（人件費等）等を踏まえ検討する。 

 なお、上下分離及び派遣期間の前後を問わず、市長事務部局への異動や職種変更につい

ては、可能な限り職員本人の希望に配慮することとする。 

 

３ 下物事業者から上物事業者への職員の派遣計画（職種ごとに整理）                     

【監督職】 

監督職については、運転士としての一定期間の従事経験と相応の能力が必須となってお

り、上下分離開始直後ではプロパー職員への置き換えが困難であることから、上下分離当

初は任期付職員を除く全職員を交通局からの派遣で賄う。加えて、派遣期間内(３～５年)

においてプロパー職員の置き換えを完了することは困難であることから、市電の安全運行

の確保が可能と判断される期間まで派遣期間終了後の再派遣を可能とする。 

【技工職】 

技工職については、現状、業務が属人化（専門化）しており、作業毎に対応できる職員

が限定されるほか、数年に１度の災害トラブルが起きた場合に、前回対応を経験した職員

が限定される場合があるなど、監督職と同様、一律的な運用によるプロパー職員への置き

換えが困難であり、上物事業者で雇用することとなる職員への技術継承が完了するまで派

遣を継続する必要がある。 

そこで、上下分離当初はすべての職員を下物事業者からの派遣で賄いつつ、上物事業者

による新規雇用職員への技術継承に取り組むこととする。加えて、派遣期間内(３～５年)

においてプロパー職員の置き換えを完了することは困難であることから、市電の安全運行

の確保が可能と判断される期間まで派遣期間終了後の再派遣を可能とする。 

【事務職】 

事務職については、上下分離当初は必要な職員について下物事業者からの派遣で賄いつ

つ、上物事業者による新規雇用職員の育成・引き継ぎを進める。派遣期間は原則に基づき

３年、必要に応じ５年とし、この期間内での引き継ぎの完了を目指す。なお、引き継ぎが

完了した職員については、派遣期間の途中でも上物事業者と調整の上、引き上げることも

可能とする。 

なお、上物事業者の体制確保が十分でないと判断される場合は、３年（延長後５年）の

派遣期間終了後、異なる市職員を入れ替えで派遣することを可能とする。 

 

４ 上物事業者におけるプロパー職員の年次雇用計画と人材育成               

監督職、技工職、事務職それぞれにおいて、派遣期間終了や定年退職、異動、職種変更

による必要人員数からの不足分をプロパー職員として新規雇用する。ただし、知識・技能

習得までに時間を要する職種の場合、不足発生と同時に新規雇用すると、習得までの間業
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務に支障をきたす恐れがあることから、経営状況を踏まえつつ、不足発生を見越し繰り上

げて採用することもあり得る。 

上下分離後、職種によって派遣期間の考え方は異なるものの、最終的には、上物事業者

は全てプロパー職員で賄い自立した経営を実現する。派遣職員は、自身の派遣期間終了ま

での間に、確実に後進の育成および技術の継承を行う。また、上物事業者についてできる

だけ早い自立を促すために、市電の安全運行の確保に支障をきたさない範囲で、派遣期間

の短縮にも努める。 

 

 

【監督・技工職員の年次推移（見込み）】※65歳退職による在職者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【上物事業者における派遣職員・上物雇用職員の変遷イメージ】 
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Ⅴ 上物事業者の法人格について 

１ 法人格を検討するにあたっての基本的な考え方              

上物事業者として最も適当な法人格を選定するため、①組織の安定性、②収支の安定性、

③公益性の３つの視点に、設立手続きや運営において参考となる④先行事例の視点を加え、

比較検討を行う。 

 

２ 検討対象となる法人格の概要                  

市の出資を前提にした法人格としては、大別して、地方独立行政法人、社団法人、財団法

人、株式会社の４つが選択肢として考えられる。 

この中で、地方独立行政法人については、当該法人の性格上、事業を実施していることが

必要であり、上下分離に先立って（軌道事業を行っていない段階）で設立等はできないが、

一方で、上下分離に必要となる「軌道運送高度化実施計画」の手続きにおいては、申請時点

において上物事業者が設立されているか、もしくは担保されていることが必要である。この

ようなことから、現実的に、地方独立行政法人が上物事業者にはなり得ない(国土交通省に

確認済)ため、検討の対象から外す。 

また、社団法人や財団法人の中で公益社団法人や公益財団法人については、一般社団法人

及び一般財団法人のうち、公益目的事業の費用の比率が全体の５０％以上である等の要件

を満たし、国や都道府県等に申請・認定される必要があるが、軌道事業を主たる事業とする

上物事業者が認定されることは事実上困難である。 

 

以上のことから、一般社団法人、一般財団法人、株式会社を検討対象とする。 

 次ページ以降、各法人格の概要を整理している。 

 

 

 

 

 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A4%BE%E5%9B%A3%E6%B3%95%E4%BA%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A4%BE%E5%9B%A3%E6%B3%95%E4%BA%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%A1%E5%9B%A3%E6%B3%95%E4%BA%BA
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■法人格の比較表（関連法については特に記載のないものは一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律を指す） 
法人種別 一般社団法人 一般財団法人 株式会社 

 一般法人 非営利型法人 一般法人 非営利型法人 

根拠法 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律 

一般社団法人及び一般財団法人に関する

法律 

会社法 

性格 私法人 

非営利（余剰利益の分配なし） 非営利（余剰利益の分配なし） 営利（余剰利益の分配あり） 

社員（人）が集まって活動する法人 個人や法人からの寄付等によって拠出さ

れた「財産」を運用することで活動する

法人 

定款上の事業による利益を追求する法人 

目的 目的や事業に制約はなく、公営事業、収益

事業、共益事業等が可能 

目的や事業に制約はなく、公営事業、収益

事業、共益事業等が可能 

目的や事業に制約なし 

設立要件    

 許認可 不要（準則主義） 不要（準則主義） 不要（準則主義） 

 手続き ・公証人による

定款認証（第 13

条） 

・法人登記（第 22

条） 

・同左（非営利性が徹底

した定款が必要） 

・公証人

に よ る

定 款 認

証 （ 第

155 条） 

・法人登

記 （ 第

163 条） 

・同左（非営利性が徹底した定

款が必要） 

・公証人による定款認証 

・法人登記 

 必 要 経

費 

・定款認証手数料（公証人）：5 万円＋謄本

代等 

・登録免許税：6 万円 

・定款認証手数料（公証人）：5 万円＋謄本

代等 

・登録免許税：6 万円 

・定款認証手数料：5 万円＋謄本代等 

・登録免許税：15 万円（または資本金×

0.7％の高い方） 

 必 要 財

産 

・0 円でも可（規定なし） ・拠出財産 300 万円以上（第 153 条） ・1 円以上 

 社員・設

立人数 

・社員 2 人以上（第 10 条）  

※設立時の要件。設立後は 1 人以上 

・設立者 1 人以上（第 152 条） 

※財産を拠出する者（法人でも可） 

・1 人以上 

組織要

件・機関

設計 

   

 最 高 議

決機関

等 

・社員総会（当該法人に関する一切の事項

について決議） 

※理事会（業務執行の決定、理事の職務執

行の監督、代表理事の選定・解職を行う）

を置く場合は、法律、定款で定めた事項に

限る 

・評議員会（基本的な業務執行体制（理事・

監事等の選任・解任）や業務運営の基本ル

ール（定款の変更）を決定するとともに、

計算書類等の承認等を通じて、法人運営

が法令や定款に基づき適正に行われてい

るか監視 

※理事・監事・会計監査人の解任権限も有

する 

・株主総会 

議 決 権

比率 

主な権利 

100％ 株主全員の動員による権

利 

3 分の 2

超 

定款変更・監査役の解任・

株主総会の特殊決議・株

主総会の特 

別決議を単独採決 

50％超 取締役の選任・解任・監

査役の選任・計算書類の

承認・株主総 

会の普通決議を単独採決 

3 分の 1

超 

株主総会の特別決議（法

人の合併や事業譲渡、新

株の有利発行、株式併合、

定款変更等）を拒否 

10％超 解散請求権 
 

 議決権 ・1 社員 1 票 ・1 評議員 1 票 ・出資比率による 
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■法人格の比較表（関連法については特に記載のないものは一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律を指す）（続き） 
法人種別 一般社団法人 一般財団法人 株式会社 

一般法人 非営利型法人 一般法人 非営利型法人 

 役員 ・理事 1 名以上（第 60 条）／代表権は理事

が有する 

・理事会を置く場合（任意）は理事 3 名以上

（第 16条）、監事 1名以上 

・大規模法人（負債額が 200 億円以上）は、

監事及び会計監査人設置要 

※役員のうち理事は社員との兼任可 

・理事 3 名以上（第 160 条）／代表権は理事

が有する 

・評議員 3名以上（第 160条） 

・監事 1名以上（第 153 条） 

・大規模法人（負債額が 200 億円以上）は、

監事及び会計監査人設置要 

※設立者は役員との兼任可（設立者が個人

の場合） 

・取締役 1人以上／代表権は取締役が有する 

（監査役設置は任意） 

 剰 余 金

の取り扱

い 

・分配不可 ・分配不可 ・原則配当あり 

税制・優遇

等 

   

 課 税 対

象 

・全所得課税（原

則普通法人と同

じ） 

・収益事業のみ課税 ・全所得課税（原則

普通法人と同じ） 

・収益事業のみ課税 ・全所得課税 

 寄付者に

対する優

遇 

・なし ・【個人】譲渡所得税非

課税 

・なし ・【個人】譲渡所得税

非課税 

・なし 

その他      

 役 員 報

酬制限 

・定款又は社員総会の決議事項（第 89 条、

第 105条） 

・評議員の報酬は定款で規定（第 196 条） ・株主総会での決議事項 

 情 報 公

開 

・法務省令の規定により貸借対象表を公告

（第 128条） 

※大規模法人は損益計算書も 

・（出捐自治体）地方公共団体の財政の健全

化に関する法律をふまえ、財務諸表等を公

開等 

・法務省令の規定により貸借対象表を公告

（第 199条） 

※大規模法人は損益計算書も 

・（出捐自治体）地方公共団体の財政の健全

化に関する法律をふまえ、財務諸表等を公

開等 

・（出資自治体）地方公共団体の財政の健全化

に関する法律をふまえ、財務諸表等を公開等 

 報 告 義

務 

・（出捐自治体）地方自治法に基づく議会報

告（基本財産等の 1／4 以上を出資・出捐

時） 

・（出捐自治体）地方自治法に基づく議会報

告（基本財産等の 1／4 以上を出資・出捐

時） 

・地方自治法に基づく議会報告（市が基本財

産等の 1／4以上を出資時） 

 解 散 要

件 

― ・2期連続純資産額が 300万円未満になった

場合は解散する規定がある（第 202条） 

― 

 解 散 時

の 残 余

財産 

1.定款で残余財

産の処分方法を

定めている場合

は、その定めに

従う 

2.上記定めがない

場合は、社員総

会の決議によっ

て定める 

3.それでも定まら

ない場合は、残

余財産は国へ贈

与する（以上、法

第 239条） 

※社員に残余財

産を分配する定

款は無効（法第

11条） 

・同左 

・残余財産の帰属先に

つき、国もしくは地方

公共団体あるいは公

益社団法人・公益財団

法人等に帰属する旨

の定めが定款にあるこ

とが必要 

1.定款で残余財産

の処分方法を定め

ている場合は、そ

の定めに従う 

2.上記定めがない場

合は、評議会の決

議によって定める 

3.それでも定まらな

い場合は、残余財

産は国へ贈与する

（以上、法第 239

条） 

※社員に残余財産

を分配する定款は

無効（法第 11条） 

・同左 

・残余財産の帰属先

につき、国もしくは地

方公共団体あるいは

公益社団法人・公益

財団法人等に帰属

する旨の定めが定款

にあることが必要 

・株主で株数に応じて分配 
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３ 法人格ごとのメリット・デメリットの整理           

比較検討対象となる法人格ごとのメリット・デメリットを次にまとめた。 

なお、一覧を P15「法人格比較検討まとめ」に記載する。 

【メリット】 

 ・社団法人は、設立時の設立コストが安く②収支の安定性で優位する。 

・財団法人は、④先行事例で優位する。 

・株式会社は民間企業との共同出資であれば民間ノウハウが活用できる点で②収支の安

定性で優位する。 

【デメリット】 

・財団法人は、他の形態に比べ大きく劣後する項目はない。 

・社団法人は、設立時に２名以上の社員が必要であるが、現時点で熊本市以外になり手が 

いないことから、①組織の安定性で劣後する。 

※鉄道事業者において一般社団法人の形態を有するのは、（一社）養老線管理機構と（一

社）佐賀・長崎鉄道管理センターのみであるが、両法人とも、社員は沿線自治体であ

る。また、両法人とも下物事業者であり、上物事業者で一般社団法人の事例はない。 

・株式会社は、法人の性格上、唯一営利目的の法人であり、利益の追求が求められること 

から、③公益性で他の形態には劣後する。 

 

４ 最適な法人格についての結論                        

株式会社については、民間企業との共同出資を前提に、②収支の安定性の視点から社団

法人と財団法人に優先するメリットはあるものの、令和３年度の検討において県内外の同

業種の企業へ行ったヒアリングでは、市との共同出資者として手をあげる事業者はおら

ず、民間共同出資による株式会社設立の可能性は低い。 

仮に今後手を上げる企業があったとしても、交通事業者や金融機関も厳しい経営を迫ら

れる中、出資する企業側は社会的貢献だけではなく実利を追求することが当然であり、③

公益性の視点からもリスクが高いと思われる。結果、デメリットの劣後の方が大きく、最

適な形態とは言えないと判断する。 

 

次に、一般社団法人と一般財団法人を比較すると、まず、③公益性の確保の視点では両

法人とも問題はない。 

また、一般財団法人は設立コスト（300万円以上の基本財産の確保）がかかることか

ら、一般論として②収支の安定性では一般社団法人にやや劣後するが、市が出資し法人を

設立する今回の場合は問題とはならないため、検討項目は全てクリアしている。 

一方、一般社団法人は、前述したように、設立時に必要な２名以上の社員の確保が担保

されていない。また、一般財団法人には解散要件があるなど、一般社団法人に比べ厳格な

機関設計が求められることから、①組織の安定性において、一般財団法人が一般社団法人

を優位する。 
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さらに、前述のとおり鉄軌道における上下分離導入事例において、上物事業者で一般社

団法人は存在しないのに対し、一般財団法人では軌道事業者として（一財）札幌市交通事

業振興公社の事例がある。 

また、11団体ある本市外郭団体の事例では、５つの公益法人を除く６団体のうち、４団

体が一般財団法人(残り２つは株式会社と社会福祉法人)であるのに対し、一般社団法人は

存在しないことから、④先行事例において、一般財団法人が一般社団法人に優位する。 

以上のことから、最も適切な上物事業者の法人格は「一般財団法人」とする。 
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【法人格比較検討まとめ】（令和４年９月現在） 
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Ⅵ 下物事業の運営について（交通局存廃を含む） 

１ 下物事業の運営検討にあたっての基本的な考え方         

 上下分離後、下物事業を担う組織について、交通局の存廃も含め最適な形態を整理する。 

整理にあたっては、会計制度と組織体制の２点について、①財政面、②組織・人事面、③

交通政策との一体性、④収支区分の明確性、⑤移行規模、⑥その他の各項目から比較する。 

 

２ 検討対象となる下物事業者の選択肢について                  

【会計制度】 

下物事業者の会計として取りうる選択肢は以下の３つ。 

（１）企業会計の適用を維持したまま特別会計として存続（以下、「企業会計」という） 

（２）企業会計の適用を廃止し、特別会計として存続（以下、「特別会計」という） 

（３）企業会計の適用を廃止し、一般会計へ編入（以下、「一般会計」という） 

会計の選択肢 概要 

（１）企業会計 

・現状維持 

・企業会計の適用を受ける 

・独立採算性の考え方のもと、特別会計で交通事業を行う 

（２）特別会計 
・企業会計の適用を受けない 

・一般会計から独立した特別会計で交通事業を行う 

（３）一般会計 

・企業会計の適用を受けない 

・独立採算性の考え方を持たない 

・一般会計のなかで施設・車両の管理を行う 

 

【組織体制】 

会計制度と同様に、下物事業者の体制として取りうる選択肢は以下の３つ。 

① 下物事業者として交通局を存続させる。 

② 他の公営企業（上下水道局等）に統合する。（交通局は廃止） 

③ 市長事務部局とは別に担当部署を新設し、市長事務部局（都市建設局）と一体的に

運営する。（交通は廃止） 

 

これらについて、検証を進めることとするが、会計制度によっては組織体制が限られる。 

・ 企業会計を採用した場の組織体制は３つとも可能。 

・ 特別会計及び一般会計を採用した場合、企業会計ではなくなるため③となる。 
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【（参考）先行事例における下物事業者のあり方】 

路面電車事業の上下分離を行っている国内先行事例では、既存の公営企業がない場合

（富山市、宇都宮市・芳賀町）は地方自治体における一般会計事業による組織、既存の公

営企業がある場合（札幌市）は公営企業会計による組織が下物事業を担っている。 

 

 

３．会計ごとの比較                      

まずは、選択肢となる下物事業者の会計ごとにメリット・デメリットをまとめ、最適な

会計を選定する。 

なお、一覧を P19「下物事業者の会計比較検討まとめ」に記載する。 

 

【メリット】 

 （１）企業会計 

・繰り出し基準内補助に対する交付税措置があるほか、公営企業債（充当率 100％）の

借入が可能で単年度負担の軽減が図れることから、①財政面で他会計に優位する。 

・企業会計として収支区分が明確化するほか、期間損益の考え方を取り入れることがで

きることから、④収支区分の明確性で他会計に優位する。 

・企業会計を残すことで移行規模は最小となり、相対的にスムーズな移行が期待できる

ことから、⑤移行規模で他会計に優位する。 

（２）特別会計 

・期間損益の考え方はないものの、特別会計として収支区分が明確化することから、④

収支区分の明確性で一般会計に優位する。（ただし、企業会計には劣後） 

 （３）一般会計 

 ・施設は行政財産となり収支の概念はなくなるため、特許取得時に下物事業者の収支は 

審査されず、特許取得が容易になると考えられることから、手続き面（⑥その他）で 

他会計に優位する。 

 

【デメリット】 

（１）企業会計 

・基本的には企業会計の枠内で損益を判断し施策展開を図るため、市の都市政策・交通政

策との一体的な施策展開が難しい場合があることから、③交通政策との一体性で他会

計に劣後する。 

（２）特別会計 

・補助裏起債に対する交付税措置が限定的であるほか、公営企業債よりも充当率が劣る起

債メニューしかなく、単年度負担が大きいことから、①財政面で企業会計に劣後する。 

・市長事務部局への編入及び会計制度の変更（ただし特別会計は残る）は移行にかかる負

担が大きく、⑤移行規模で企業会計に劣後する。 

 



18 

 

 

（３）一般会計 

 ・上記の特別会計のデメリット項目は一般会計でも同様であるが、なかでも⑤移行規模に

ついては、特別会計も残らないことから、３つの会計で最も劣後する。 

・加えて、一般財源化されるため、支出に対する使用料や一般会計の関与が不明瞭になる

ことから、④収支区分の明確性でも他会計に劣後する。 

 

 以上から、（１）企業会計を存続させた方が、メリットが最も大きい一方、デメリットは

小さいことから、最適な会計と判断する。 

 

４．会計と組織の組み合わせの絞り込みと課題整理                      

【選択肢の評価と絞り込み】 

企業会計とした場合、他の会計に比べ劣る項目は、「②組織・人事面」と「③交通政策と

の一体性」の２項目である。 

まず、②組織・人事面に関しては、下物事業者が担当する事務・事業は施設や設備の改修、

更新に限られるため、上物事業者に派遣する職員を除くと必要な職員数は 12名程度となり、

独立した局組織として存続する場合、本市組織上のバランスを欠くこととなる。また、必要

な職種としては事務職員のほか土木系の技術職員を中心に、機械、電気系の技術職員が若干

名であり、企業会計を担当する部署を市長事務部局と一体的に運営もしくは他公営企業に

おくことで、スケールメリットをいかした職員の確保が容易となる。 

次に、③交通政策との一体性に関しても、市長事務部局（都市建設局）と一体的に運営す

ることで解消される。一方、企業会計の処理については他公営企業が経験豊富である。 

このようなことから、会計制度としては交通事業会計はそのまま残すこととし、組織につ

いては、交通局を廃止した上で、市長事務部局とは別に担当部署を新設のうえ市長事務部

局（都市建設局）と一体的に運営、もしくは他公営企業に担当部署を新設して対応するとい

う組み合わせの選択肢が残される。 

 なお、他公営企業には上下水道局と病院局があるが、配置職員の職種の類似性及び局舎の

立地の観点から、制度設計検討上は上下水道局を想定する。 

 

【最適な組み合わせについて】 

最適な組み合わせを検討するにあたっての課題を以下２点に整理 

①地方公営企業の業務を執行するための管理者の設置をどうするか 

→公営企業における二以上の事業を通じて管理者一人を置くことができる（地方公営企

業法 7条ただし書） 

→一定の規模未満の公営企業であれば、条例で定めることで、管理者を置かないことは可

能（地方公営企業法 7条ただし書） ⇒ 本市交通局は一定の規模未満に該当 

その場合の管理者の権限は、市長が行うこととなる（地方公営企業法 8条 2項） 

②管理者の権限に属する事務を処理させるための組織の位置づけをどうするか 

→地方公営企業の組織（地公法 14条）を市長部局の組織内（地自法 158条 1項）に組み
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込むことはできない 

→企業局職員と市長事務部局職員を併任させ、実質的に組織を一体化させることは可能 

 

５．組織案ごとのメリット・デメリットの整理           

【メリット】 

（上下水道局に統合） 

・交通局、上下水道局ともに企業会計であることから、会計制度や職員身分の一体化が比 

較的容易と考えられる。 

（都市建設局と一体的に運営） 

・都市建設局の職員（局長級・部長級等）を担当部署の相当する役職と併任させることに

より、交通政策部と一体的に事業実施できるため、上下組織ともに交通政策との連携 

が強化される 

・交通局、都市建設局ともに所管事務の審議は都市整備委員会で行われるため、分科会・

委員会には影響なし 

・交通関係部署が一か所に集約されることから、市民にとって分かりやすい 

 

【デメリット】 

（上下水道局に統合） 

・交通政策との連携が困難 

・同じ上下水道局内で、事業ごとに分科会・委員会が分かれることになる（交通事業は都

市整備委員会、上下水道事業は環境水道委員会） 

・交通事業と上下水道事業という２つの事業が組織的に統合されることで、市民からは分

かりにくくなる可能性がある 

（都市建設局と一体的に運営） 

・企業会計のため、会計制度や職員を完全に一体化することはできない 

 

６．下物事業者の形態の結論                        

メリット・デメリットを整理し、総合的に判断した結果、交通政策との連携、議会対応、

市民への分かりやすさの観点から、市長事務部局とは別に担当部署を新設のうえ、都市建設

局と一体的に運営する。
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【下物事業者の組織及び職員数（イメージ）】 
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Ⅶ  安全で安定的な組織・運行体制の確立と、職員の処遇・人件費について 

１．安全で安定的な組織・運行体制の確立について                 

【運行部門】 

現在、運行部門の職員体制については、所長、副所長、監督長、監督といった管理監督

を担う役職については交通局正職員が配されており、職階性に基づく職責が与えられてい

る。一方で、乗務員は、主任運転士、運転士、運転士補・乗務員研修生という役職はある

ものの、ほぼ全員が会計年度任用職員（一部短時間勤務の再任用職員）となっている。現

状、班体制・班長制を形式上設けてはいるものの、非正規職員であるため、職階制及び班

長としての実質的な「職責」がなく、安心・安全な運行を担う職員個人としての責任感も

養われにくい状況である。 

 上下分離後は、こうした現状の課題を解決するため、Ⅳ章に記載した乗務員の正規化と新

規採用を進めるとともに、主任運転士、運転士、運転士補・乗務員研修生で職位を分ける職

階制を導入し、職責（責任）を明確化する。あわせて班体制を充実させ（班長の処遇改善等）、

組織としての安定化を図ることで、持続可能な運行体制を確立させる。 

 

【技工部門】 

技工職については、平成 18年度以降、交通局正規職員による退職不補充方針により、

高齢化（平均年齢 54歳）が進行している。退職による職員の不足分は、市長事務部局か

ら初級技術職員（令和４年度で４名）を受け入れることで必要最低限の人員を確保してい

る状況である。ただし、初級技術職員はあくまで出向扱いであるため、３～５年で異動し

ていき、次世代へ技術を継承することができていない。 

さらに、車両の車検は平成１３年以降、定期検査は平成２６年以降民間鉄道会社へ業務

委託しており、特に車検について、直営での経験者が少なくなってきている。さらに、受

託している民間鉄道会社も長年同じ職員が業務にあたっており高齢化が進行している。以

上のことから、委託が困難となった場合や、委託そのものの継続性についてのリスク管理

できていない現状がある。 

 上下分離後は、こうした現状の課題を解決するため、正規職員の新規採用と業務の直営化

により技術を継承し、持続可能な技工体制を確立させる。 

 

 

２．職員の処遇・人件費について                      

【基本方針】 

上下分離後の収支状況等を踏まえ、移行後５年以内に現行の会計年度任用職員を正規化

する。なお、５年は最長であり、可能な限り早期の正規化を目指す。 

また、正規職員には、現行の会計年度任用職員には支給されていない扶養手当、住居手

当、勤勉手当等を新たに支給する。 
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以上の方針に基づき、上下分離後の人件費等を試算する。 

 

【人件費試算の前提条件】 

 人件費の見込みの算出にあたり、以下のとおり条件設定 

・令和７年度の上下分離移行後の職員数は「上」183名、「下」12名の計 195名で固定

（令和４年４月１日現在の職員数） 

・事務職は、令和７年度の一斉派遣後、令和 16年度をもって終了 

・現在の運転士、監督及び技工職は、退職（65歳到達）年度まで継続して「上」へ派遣 

・プロパー雇用の事務職について、４級以上は昇給なし（４級（主査級）＝261,700円／

５級（主幹級）＝285,500円／６級（課長級）＝317,700円／７級（部長級）＝397,500

円） 

・プロパー雇用の技術職について、給料表は、現行会計年度任用職員と同様（運転士・技

工（２級）＝上限 215,800円／副主任運転士・主任技工（３級）＝上限 229,500円）。  

・副主任運転士（３級）の人数は 16人で固定 

・監督・技工長（４級＝251,900円）及び監督長・整備長（５級＝288,300円）も昇給な

し 

・法人採用の職員について、現任期付職員は１年目から正規雇用。その他は職種を問わ

ず、現会計年度任用職員を含め、正規化の時期を２パターン（１年目から正規雇用また

は５年間は非正規雇用）で試算する 

・法人採用の正規職員には、各手当（扶養手当・住居手当・勤勉手当）を付与。勤勉手当

率は現行の職員と同様 

・厳密な積算が困難である一方、見込額の変動幅は小さいと想定される退職給付費につい

ては、令和４年度見込額を永年固定 

 

【人件費試算結果】 

以上の条件のもと試算した結果、上物法人職員の平均年収は、現行の会計年度任用職員に

比べ 75万円増え、給与水準は大幅に改善する見込みとなった。 

一方、総人件費については、会計年度任用職員の正規化に伴う各種手当支給額の増加に

より、上下分離後いったん増額することとなるが、下物事業者から上物事業者への正規職

員の派遣終了や、退職に伴う下物プロパー職員への入れ替わりにより、移行３年目以降は

逓減が続き、入れ替わりが完了する令和 25年度の総人件費は、令和４年度の当初値と比

べ年間 2,233万円減少する見込みとなった。 
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【個人年収・総人件費のイメージ】 
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Ⅷ 上下の収支見込みについて 

１．収支見込を算定するにあたっての基本的な考え方        

 Ⅶ章で試算した人件費を用い、現行体制の場合と上下分離へ移行した場合でそれぞれ全

体の長期収支見込を算出する。 

 

【長期収支見込みの前提条件】 

・令和７年度に上下分離へ移行すると仮定し、R32年度までの 26年間で、現行体制と上下

分離それぞれのケースを試算 

・経営計画に基づき、運賃は R6年度より 200円とするものと仮定 

・乗車人員は、コロナ禍での落込から徐々に回復、R12年度にピークを迎え(1,100万

人)、その後沿線人口の推移に沿って減少 

・経費・工事費等の見込み額を、昨年度報告時から時点更新し、より精緻な値に更新 

・現行体制下と上下分離で異なる点は以下のとおり  

 （現行体制） 

 ・正規職員退職分は任期付き職員での補充を想定、 R7年度以降の人件費は R6年度見

込み値を引き延ばし 

（上下分離） 

  ・上物雇用職員は、Ⅶ章の方針に基づいた人件費を個人ごとに算出 

   ・現行の会計年度任用職員運転士や上物事業者での新規採用者について、上下分離後

または 

採用後の正規職員化の時期を以下の２パターンで試算 

   ①ただちに正規職員化するパターン(ただし、運転士は免許取得に１年を要するこ 

とから、採用後２年目に正規雇用) 

   ②５年経過後に正職員化するパターン（全職種） 

  ・下物事業者から上物事業者への派遣職員は、職種ごとの派遣期間終了後、順次上物

事業者の新規採用職員に置き換え 

   ・運輸雑収入（広告料等）は、類似の民間事業者の実績を参考に、現行体制下×10％

で見込む 

   ・上物事業者は、収入から人件費や経費等を差し引いた額を施設使用料として下物事

業者へ支払う（一定の利益は上物事業者で確保） 

 

【収支の内訳と考え方】 

 現行体制の収支項目は以下のとおり。 

（現行体制） 

・主な収入：運賃収入、広告料等、企業債、一般会計補助 

・主な支出：人件費、経費、工事費・企業債償還金等、減価償却費 

上下分離後は、上物事業者の主な収入項目は運賃収入、広告料等となり、主な支出項目
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は人件費（上物事業者で雇用するプロパー職員分）、経費のほか、法人税等が新たに発生

する。さらに、収支の余剰分から施設使用料を上物事業者から下物事業者に支払うことと

なる。一方で、下物事業者の主な収入項目は上記の施設使用料のほか、企業債、一般会計

補助となり、支出項目については、人件費（下物事業者から上物事業者へ派遣する職員

分、下物業務に従事する職員分）、工事費・企業債償還金等、減価償却費となる 

上下分離後の経年での収支の考え方として、上物事業者については、派遣職員からプロ

パー職員への入れ替わりに伴い、上物事業者で負担する人件費は増加する一方、派遣職員

の減少や派遣終了に伴い、その人件費充当分として支払う施設使用料は減少していくこと

となる。また、人件費充当分以外の施設使用料の支払い基準は協定等で設定することにな

る。（基本的に下物事業者が派遣する職員人件費や、車両・設備の減価償却費等に充当） 

下物事業者については、派遣職員分の人件費は減少していき、最終的に全派遣終了に伴

いなくなる（下物事業者従事者分は残る）一方、人件費に充てていた施設使用料もあわせ

て減少することとなる。 

【収支内訳の変遷イメージ】 
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２．収支見込みの結果、資金収支の推移        

収支見込みについて、前提条件で記載のとおり以下の３パターンで算出し、26年間の単年

度資金収支・累積資金収支で比較する。 

①現行体制の場合 

②ただちに正規職員化するパターン(ただし、運転士は免許取得に１年を要することか

ら、採用後２年目に正規雇用) 

 ③５年経過後に正職員化するパターン（全職種） 

 

①現行体制 

単年度資金収支： R24年度までの 18年間は黒字を維持するが、R25年度以降赤字に転落 

累積資金収支 ：期間中（26年間）は黒字を維持 

期間中の累計資金収支はプラス 9億 3360万円（年平均 3,591万円） 

②上下分離：採用後ただちに正規職員 

単年度資金収支：R26年度までの 20年間は黒字を維持するが、R27年度以降赤字に転落 

累積資金収支 ：期間中（26年間）は黒字を維持 

期間中の累計資金収支はプラス 15億 720万円（年平均 5,797万円） 

③上下分離：採用後、５年経過で正規職員 

単年度資金収支：R26年度までの 20年間は黒字を維持するが、 R27年度以降赤字に転落 

累積資金収支 ：期間中（26年間）は黒字を維持 

期間中の累計資金収支はプラス 23億 3550万円（年平均 8,983万円） 

 

単年度資金収支については、①が赤字に転落するまでが最短で、②と③は①より２年長

い。累積資金収支については、③がプラス幅が最大で、次いで②、①の順となっている。 

結論として、長期収支見込みでは、③上下分離かつ採用後、５年経過で正規職員がもっと

も優位する。 

 

【収支結果・グラフ】 
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３．収支見込みの結論                    

現行体制下に比べ、上下分離することで、長期収支が改善する。 

累積資金収支の改善額は、26年間で、ただちに正規化の場合 5億 7360万円（年平均

2,206万円）～５年で正規化の場合 14億 190万円（年平均 5,392万円） 

 

【上下分離による収支等への影響分析】 

（収入への影響）                         

上物事業者の法人化による運輸雑収入（広告料等）の増加分は、26年間で 2億 9850万

円（年平均 1,148万円） 

（支出への影響） 

・正規職員→プロパー職員の転換による人件費減：26年間で 5億 7350万円～14億 190

万円（年平均 2,206万円～5,392万円） 

・上物事業者で新たに負担することとなる法人税等：26年間で約 1億 5920万円（△年

平均 約 612万円） 

（一般会計への影響） 

・収支が改善する分、一般会計補助が削減（26年間で約 5億 7360万円～14億 190万

円、年平均 2,206万円～5,392万円） 

・法人税等のうち、本市が課税主体の税（法人市民税・事業所税）を納付することで、  

事実上一般会計に還元（26年間で約 9,690万円、年平均 約 373万円） 
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Ⅸ 上下分離制度設計の最終結果（まとめ） 

制度設計の結果、上下分離方式導入による効果として、以下３点を確認 

１．職員の正規化と、職員間の指導体制や責任所在を明確にした組織構築により、人材の

確保・育成と技術の継承が図られ、安全安心な運行体制が確立される 

２．会計年度任用職員の正規化と、市職員から法人職員への転換により、会計年度任用職     

  員の雇用環境・処遇の改善が図られるとともに、現行の総人件費は減額し長期収支の 

改善につながる  

３．市電の運行に関し、長期収支が改善し、一般会計を含めた本市全体の財政負担の軽減

に貢献できる 

 

このことから、上下分離方式を導入することにより、持続安定的な市電の運行が可能と

なると結論する。 

 


